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職業相談部門 職業紹介、職業相談及び求職受理業務 

1. 設置数 
544所（本所 437所  出張所 94所  分室 13室）（平成25年度末現在） 

  
2. 人員体制 

職員数 11,348人  相談員数 17,941人 
 
3. 所掌事務 

1） 職業紹介  職業相談・紹介業務、求人受理・開拓業務 
            再就職支援業務等 
2） 雇用保険  雇用保険適用、失業認定・給付業務等 
3） 雇用対策  障害者・高年齢者雇用企業指導業務、助成金業務 等 

公共職業安定所の設置数等（平成２５年度） 

ハローワーク 

庶務課 

雇用保険課 
雇用保険関連業務 

○ 給付関連業務（雇用保険における受給資格の決定、失業認定、給付及び不正受給の返
還・納付命令等） 

○ 適用関連業務（雇用保険対象事業所の成立手続業務及び被保険者資格の取得・喪失
手続業務） 

庶務その他の業務 

専門援助部門 専門援助を必要とする求職者（学卒、障害者等）に対する業務（職業紹介、 
職業相談、求職受理、求人受理、求人開拓、事業主指導業務） 

事業所部門 求人関連業務（職業紹介のために行われる求人受理業務及び求人開拓業務）
事業主指導関連業務、助成金給付関連業務 

◎内部組織（中規模所の例） 

＜ハローワークでの求職活動の様子＞ 



 年長フリーター等の若者、障害者、
母子家庭の母、生活保護受給者、
高齢者等の就職の実現には、企業
への指導・支援と一体となった職業
紹介や、関係機関と連携した「チー
ム支援」等が効果的。 

求職者に対しては雇用安定策の
みならず、生活支援等も重要。 

 失業認定に当たっては、再就職

の意思が疑わしい者について、

保険者たる国が直接職業紹介を

実施して真意を厳格に確認する

ことが不可欠。 

   職業紹介 

職業紹介・職業相談 
求人開拓 

  雇用保険／求職者支援 

※ OECDの雇用戦略においても、職業紹介、失業給付及び雇用対策の3つの機能は統合されるべきとの勧告がなされている。 （1994年、2006年） 
※ G8労働大臣会合・議長総括においても、政府は、職業紹介・失業給付・積極的労働市場政策を統合する、よく機能する効果的な雇用機関があることを
保証しなければならないと述べられている。                                                     （2007年、2008年） 

○ 就職する希望を持つ全ての人（年長フリーター等の若者、障害者、母子家庭の母、生活保護受給者、高齢
者等）への支援を進めていくためには、企業への指導・支援と一体となった職業紹介が効果的 

○ このため、職業紹介と雇用対策（事業主指導・支援を伴う）を一体的に実施するハローワークが雇用の
セーフティーネットとしての中核的な役割を果たすことが必要 

雇用のセーフティネットを担う公共職業安定所 

失業認定・給付、給付制限、不正受給に対す
る返還・納付命令等の処分 

職業訓練の受講の指示、職業訓練受講給付
金の支給等の求職者支援制度に関する事務 

障害者の雇用率達成指導 

雇用維持に係る支援・指導 

求職者に対する住宅・生活支援  等 

雇用対策 



  ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 

一般職業紹介 

 新規求職者数（常用（パートタイム含む））          (万人） ７６４．７ ７４９．１ ７２１．２ ６６６．４ 

 新規求人数（常用（パートタイム含む））          (万人） ５５８．４ ６３９．４ ７２３．２ ７９５．３ 

 就職件数（常用（パートタイム含む）)               （万人） １８１．４  １９１．８ １９５．３ １９３．６ 

 求人開拓推進員による開拓求人数                （万人） ４６．２  １０４．１ １４３．６ １５３．７ 

雇用保険  受給資格決定件数                      （万件） ２２６．５ １９０．２ １９３．２ １８３．１ 

若者  フリーター等の正規雇用化                （万人） ２１．1 ２４．４ ２５．０ ３０．２ 

女性 

 母子家庭の母の就職者数                 （万人） ８．０ ８．５ ９．４ ９．８ 

 マザーズハローワーク事業（子育て女性等を支援）の就職者数（万
人） 

５．４ ６．４ ６．９ ６．９ 

高齢者  60歳以上の就職件数                    （万件） １５．６ １７．７ １９．２ ２０．２ 

障害者 

 就職件数                           （万件） ４．５ ５．３ ５．９ ６．８ 

 実雇用率(民間企業 56人以上規模)  
※各年とも６月１日現在                                   （％） 

１．６３ １．６８ １．６５ １．６９ 

生活保護受給者等 

「 福 祉 か ら 就 労 」 支 援 事 業 
（生活保護・児童扶養手当、住宅手当受
給者） 
※平成２２年度までは生活保護受給者等就労
支援事業（生活保護・児童扶養手当受給者） 

支援対象者数  （万人）  １．８ ２．１ ４．５ ６．４ 

就職者数     （万人）  ０．９ １．３ ２．５ ４．０ 

雇用調整助成金等 休業等実施計画届受理状況 
計画届受理事業所数（万件） ９４．１ ７８．８ ５８．９ ３７．５ 

対象者数（万人） ２４４１．９ １３５１．２ １３０４．２ ７７３．３ 

ハローワークにおける職業紹介等 
ハローワークでは、働く希望を持つ若者・女性・高齢者・障害者をはじめとする全ての国民の就職実現のための支援、 
求職者各々の置かれた状況に応じた取組を積極的に実施          ※１日の利用者数 約１７万人（推計） 



  職業紹介機関 
名称 

職業紹介 
機関数 
（箇所） 

職員数 
（非常勤職員等も

含めた人数） 
（人） 

労働力人口 
（千人） 

職員１人
当たり労
働力人口

（人） 

機関１箇
所当たり
労働力人
口（人） 

失業者数 
（千人） 

職員１人
当たり失
業者数
（人） 

機関１箇
所当たり
失業者数

（人） 

失業率 
（％） 

イギリス ジョブセンター・ 
プラス ８６５（’０８） ６５，６４４（’０９） 

（６７，３０８） ２９，５１７（’０５） ４５０ 
（４３９） ３４，１２４ １，５００（’０５） ２３ 

（２２） １，７３４ ７．６（’０９） 

ドイツ 
公共職業安定所 
（連邦雇用エー
ジェンシー） 

７８６（’０９） ９２，２９７（’０９） 
（１０８，７８１） ４３，０６８（’０７） ４６７ 

（３９６） ５４，７９４ ３，４２３（’０９） ３７ 
（３１） ４，３５５ ８．２（’０９） 

フランス
（注１） 

公共職業安定所 
（雇用局） ９１０（’０９） 約４５，０００（’０８） 

（注２） ２８，０４２（’０８） ６２３ ３０，８１５ ２，０９２（’０８） ４６ ２，２９９ ９．４（’０９） 

アメリカ 各州職業安定 
機関 ２，９５１（’０８）    － 

 （注３） １４９，３２０（’０５） － ５０，６００ ７，６００（’０５） － ２，５７５ ９．３（’０９） 

日本 公共職業安定所 ５４５（’１０末） １１，８６１（’１０末） 
（３１，１０７） ６５，９００（’１０） ５，５５６ 

（２，１１８） １２０，９１７ ３，３４０（’１０） ２８２ 
（１０７） ６，１２８ ５．１（’１０） 

  
※ ホームページ上の各種統計資料をもとに、厚生労働省において作成 

（注１） フランスには職業紹介機関であるANPEの他に失業保険を扱う機関であるASSEDICがあったが、ANPEとASSEDICは２００９年１月に統合 
     職員数については、ANPEとASSEDICを合算したものを計上 
（注２） 職員と非常勤職員等の内訳は不明 
（注３） 各州単位で公共職業紹介機関の設置を行っているため、全体の職員数については不明。なお、９７年当時の職員数は約７０，０００人。 

職員１人当たりの労働力人口及び失業者数を比べると、日本の職員数は欧州主要国の１／１０
程度  

主要先進国の職業紹介機関の体制 



・担当者制やチーム支援によるきめ細やかな職業相
談・職業紹介 

 
・組織や環境へのアプローチ 
 
・ネットワークの構築 
 個人の援助ネットワークの確立 
 
・労働関係法令・労働関係施策についての知識・理解 
 「くるみんマーク」「若者応援企業」 
  



 
・生きがいの「かい」の語源 
 竹取物語から  石上麿足の場合 世にも稀な宝

物 燕が産むという子安貝を取ってくることが条件。 
 「あな、かひなのわざや」（ああ貝ではなかったことだ

なぁ） 

 生きがい、すなわち「生きる価値」「生きる意味」 
 
・職業を中心にしながらも個人の生きがい、働きが

いまで含めたキャリア形成支援 



・キャリア・コンサルティングは、他人の生き方を支援する重
責を担う。常に専門知識を習得し、能力の向上に努める
必要があるが、職員の人事異動が多いなかどうのように
していくかが課題と考える。 
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